
  

平成 30 年８月 10 日 

各 位 

株式会社省電舎ホールディングス 

代表取締役社長 西島 修 

（コード 1711 東証 2 部） 

問い合わせ先：管理本部長 田中 圭 

（03－6821－0004） 

 

（訂正）「平成 28年 3 月期第 1四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

当社は、平成 27 年 8 月 14 日に開示いたしました。「平成 28年 3月期第 1四半期決算短

信〔日本基準〕（連結）」の一部を訂正いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正内容と理由 

訂正内容と理由につきましては、別途、本日（平成 30年 8月 10 日）付「平成 30 年 3 月

期有価証券報告書及び過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度決算短

信等の訂正に関するお知らせ」にて開示しておりますのでご参照ください。 

 

２．訂正個所 

訂正の箇所には ＿を付して表示しております。 

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみ全文を

記載しております。 

以 上 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安進行を背景とした企業収益の改善を反映

して、国内景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外経済においては、欧州や中国等の

回復の遅れ、欧州の金融危機等先行き不透明な状況が続いております。このような状況の中、当社

グループは引き続き再生可能エネルギー関連事業を主たる事業とし、再生可能エネルギーに大幅に

人員を配置させ、積極的に営業を推進して参りました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は 334 百万円 （前年同期比 99 百万円減 、

22.9%減 ）、営業損失 42 百万円 （前年同期  営業損失 98 百万円 ）、経常損失 43 百万円 （前年同

期  経常損失 129 百万円 ）、親会社株主に帰属する四半期純損失 47 百万円 （前年同期  四半期純

損失 129 百万円 ）となりました。 

  

セグメントの業績については、次のとおりであります。 

（省エネルギー関連事業） 

省エネルギー関連事業におきましては、上述のとおり大幅に人員を絞り込み事業を推進して

おり、売上高 50 百万円（前年同期比 37 百万円減、42.7%減）、セグメント損失（営業損失）は

２百万円（前年同期  セグメント損失  29 百万円）となりました。 

（再生可能エネルギー事業） 

再生可能エネルギー事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において売上高 283 百

万円 （前年同期比 61 百万円減 、17.9%減 ）、セグメント損失（営業損失）は 42 百万円 （前年

同期  セグメント損失  70 百万円 ）となりました。 

  
（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より 88 百万円増加 し、2,029 百万円

となりました。これは主に未成事業支出金の 増加 294 百万円 、現金及び預金の減少 53 百万円 、有

形固定資産の減少 33 百万円 等によるものであります。 

当第１四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末より 135 百万円増加 し、1,903 百万円 と

なりました。これは主に 前受金の増加 330 百万円、買掛金の減少 228 百万円等によるものでありま

す。 

当第１四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末より 46 百万円 減少し、125 百万円 と

なりました。これは親会社株主に帰属する四半期純損失 47 百万円 を計上したことによるものであり

ます。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当第１四半期連結累計期間における業績につきましては、損失計上の結果となっているものの概

ね計画通りに推移しており、「平成 27 年３月期 決算短信」（平成 27 年５月 18 日）において発表

しました業績予想から変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等 
当社グループは、前連結会計年度において重要な営業損失 320,900 千円 、経常損失 352,081 千円

及び 親会社に株主に帰属する 当期純損失 550,553 千円 を計上し、また、営業キャッシュ・フロー

についても△436,054 千円と大幅なマイナスとなっております。 

当第 1 四半期連結累計期間の業績においても、営業損失 42,751 千円 、経常損失 43,802 千円 、親

会社株主に帰属する 四半期純損失 47,226 千円 を計上しており、当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループでは、当該事象または状況を早期に改善、解消すべく対応策に取り組んでおります

が、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況及びその対応策に関しましては、４．四半期連結財務

諸表（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （継続企業の前提に関する注記）に記載しており

ます。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 
（継続企業の前提に関する注記事項） 

当社グループは、前連結会計年度において重要な営業損失 320,900 千円 、経常損失 352,081 千円

及び 親会社に株主に帰属する 当期純損失 550,553 千円 を計上し、また、営業キャッシュ・フロー

についても△436,054 千円と大幅なマイナスとなっております。 

当第 1 四半期連結累計期間の業績においても、営業損失 42,751 千円 、経常損失 43,802 千円 、親

会社株主に帰属する 四半期純損失 47,226 千円 を計上しており、当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、上記の継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解消するために、

以下の対応策を講じ、当該状況の解消又は改善に努めてまいります。 

  

①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

・再生可能エネルギー事業 

（太陽光発電事業） 

現状、太陽光発電については固定買取制度における買取価格が下降傾向にあり、利益率確保

が困難でありますが、案件の精査及び平成 27 年 6 月 25 日付で業務提携契約を締結いたしまし

た株式会社ＮＥＯを含めたこれまでの太陽光案件で培ってまいりました工事会社とのネットワ

ークを活用し、原価の低減を図り、利益率の向上を進めてまいります。 

また、営業面につきましては、営業の効率を高めるため、未施工の案件を数多く所有してい

る事業者への営業を中心とし、一顧客より複数案件の受注を獲得するような営業体制をとり、

事業推進してまいります。 

（バイオガスプラント事業） 

第１号案件において想定通りの利益を確保できなかった反省点を踏まえ、工事発注の際の工

事業者を数社に絞り込むことで、想定外の追加工事の発生を防止する策をとり、利益確保を進

めてまいります。また申請が簡易であり、施工期間も大型のものより短期間で完工可能な小型

の案件や、ＩＰＰ事業向けの案件組成にも注力してまいります。 

・ＰＫＳ事業 

新しい当社グループの収益源とするため、本事業を早急に軌道に乗せるよう、推進してまい

ります。 

・省エネルギー関連事業 

平成 27 年２月４日開催の当社取締役会決議により、省エネルギー関連事業より撤退してお

りますが、継続取引を頂いているお客様よりのご依頼がある場合において、引き続き売上を構

築しているところです。売上高については大幅に減少することになりますが、当事業の収益性

が低かった要因の一つである成約率の低さ、案件成約までの期間の長期化による経費の増大化

は当期中に回復し、利益に寄与する見込みであります。 

  

②案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジ

ェクト会議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発

生した場合の臨時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努め

てまいります。 

  

③諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

   

④資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協

議を複数社と進めております。 

  

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、また、対応策を講じても、業績及び資金面で

の改善を図る上で重要な要素となる売上高及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することに

なるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 
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なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前

提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 
該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 
当第１四半期連結累計期間（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年６月 30 日） 

 
報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

   (単位：千円) 
 報告セグメント 

調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 

 
省エネルギー関

連事業 

再生可能エネル

ギー事業 
計 

売上高      

 外部顧客への売上高 50,317 283,863 334,180 ― 334,180 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 50,317 283,863 334,180 ― 334,180 

セグメント損失(Δ) △2,712 △42,360 △45,072 2,321 △42,751 
（注）１．セグメント損失(△)の調整額はセグメント間取引消去によるものであります。 

２．セグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 
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